
11 子育て支援 －子育てする喜びであふれる笑顔を増やします－

令和７年度 事務事業評価一覧

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

子育て支援拠点数（拠点） 13 13

電動アシスト付き子乗せ自転車サブスクリプションサー
ビス利用者件数（件）

10 7

家庭児童相談室利用件数（実件数）（件） 300 211

家庭児童相談室利用件数（延べ件数）（件） 600 660

ペアレントプログラム参加人数（実人数）（人） 15 30

要保護児童対策地域協議会協議児童数（延べ人数）
（人）

150 177

要保護児童とその親、育児に悩みを抱える親からの相
談延人数（人）

700 772

要保護児童等のリスク軽減数（累計延べ人数）（人） 80 154

イベント等（つどいの広場）の参加者延人数（人） 20,000 12,516

一時預かりの利用者満足度（％） 100 97.5

イベント等（つどいの広場）の参加者満足度（％） 100 100

子育て支援センター利用者数（実人数）（人） 1,700 1,720

子育てに関する相談対応（実人数）（人） 400 324

子育てコンシェルジュ事業の利用者満足度（％） 98 100

継続

2
こども家庭セ
ンター

家庭児童相談室運
営事業

家庭での養育等に問題を抱えている世帯に対し、適切な
養育ができるよう、児童福祉法等に基づき、専門的な助
言、援助を行うことを目的とする。

・0歳から18歳までの児童を対象とし、養育及び発達相談を受け、助言、援助を実施するととも
に、必要に応じ他機関と協働しながら、支援を実施した。
・相談業務や健診時のフォローから、ケースワーカーや保健師等と協働し、チームによる支援
をコーディネートした。
・虐待の未然防止及び早期発見対応のため、虐待の初期相談対応や既存のペアレントプロ
グラムのエッセンスを取り入れた本市独自の子育てプログラム（ふじみん子育てプログラム）を
実施した。

15,717 継続

1 子育て支援課
子ども・子育て支援
対策事業

子ども・子育て支援法に基づき行動計画を策定し、次世代
育成支援対策を総合的、且つ、効果的に推進し、子どもの
健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環
境を整備することを目的として、子どもに関わる総合的な支
援体制の構築や子育て世代のニーズに応じた有効なサー
ビス事業を展開していく。

・ふじみ野市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況管理、評価、目標値の見直し
・ふじみ野市こども計画の推進
・電動アシスト付き3人乗り自転車貸出事業及び電動アシスト付き子乗せ自転車サブスクリプ
ション
　サービスの実施
・青少年健全育成事業の推進
・お出かけサポートタクシー事業の実施
・移動式赤ちゃんの駅の貸出し
・子育て応援サイトの開設

29,403

継続

4 子育て支援課
子育てふれあい広
場管理運営事業

乳幼児を子育て中の家庭に対する総合的な支援を行うこと
により、地域における子育て支援基盤を形成し、安心して
子育てができるまちを実現するため、ふじみ野市の「子育て
支援拠点」として位置づける。

・ふれあい広場指定管理者のモニタリングによる管理
・子育て親子の交流の場の提供
・育児不安等についての相談指導
・子育てサークルの育成支援
・子育て支援講座の開催
・関係機関との連携による支援
・子育てに関する情報提供
・一時預かり事業

31,614 継続

3
こども家庭セ
ンター

児童福祉支援事業

要保護児童、要支援児童、特定妊婦等を早期に発見し、
ふじみ野市要保護児童対策地域協議会を中心に関係機
関の連携を図り、適切な支援をコーディネートすることにより
児童虐待の予防及び防止に努める。また支援が必要な家
庭に養育支援訪問事業や子育て世帯訪問支援事業、子
育て短期支援事業による養育支援を実施し、児童虐待の
防止に努める。

①要保護児童対策地域協議会：年1回の代表者会議、年4回の実務者会議に加え、個別
ケース検討会議を開催した。実務者会議においては、要保護児童及び家庭について審議を
行い、要保護児童等の進捗管理と見守り体制の強化を実施した。
②家庭支援事業：養育支援訪問事業、子育て世帯訪問支援事業、子育て短期支援事業を
実施し、家庭における適切な養育を確保した。
③こども家庭センター内に虐待対応専門員及び子ども家庭支援員を配置し、虐待対応専門
員は児童虐待の発生及び発生の恐れのある事案に対し、支援者及び関係機関等へ助言を
実施した。また、子ども家庭支援員については、家庭内の安定的な環境構築に向けた助言を
実施した。

20,183

継続5 子育て支援課
子育て支援センター
管理運営事業

地域で子育て中の家庭が、育児不安について気軽に相談
でき交流することで、孤立や虐待を防ぐ。親子の居場所を
提供し講座や交流の場など様々な事業を展開する。また、
市民の協力を受け、地域全体で子育てを支援する基盤の
形成を図り、子育ての輪を広げ育児支援を行うことを目的と
する。

【たんぽぽの会（複数育ての会）】令和7年度から上野台・大井子育て支援センター2施設にて
開催。
【プレママのつどい】保健師対応事業。5月から隔月実施（6回/年）
【絵本講座】上福岡、大井図書館司書講師依頼事業。講座終了後、図書館絵本の貸し出しを
開始。
【ふうせんグループ】多機関合同事業。児童発育・発達支援センター所管事業。上野台子育
て支援センターにて月1回実施した。親子で集団活動体験や相談、家庭での関わり方等を学
ぶ機会となった。
【地域子育て支援拠点事業周知】6月2日(月)～6月6日(金)：本庁舎1階ギャラリー、12月1日
(月)～12月19日(金)：イオンタウンふじみ野1階展示スペースにて地域子育て支援施設パネル
展開催。

102,239
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No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

年度末におけるこども医療費受給者数（人） 16,800 15,948

こども医療費支給実績額（円） 632,082,000 537,523,564

受給者証にジェネリック医薬品希望の印字をした受給
者の割合（％）

67 69

児童発育・発達支援センター相談事業の利用者実人
数（人）

1,100 1,427

巡回相談支援における相談延人数（人） 500 479

市単独事業における専門発達相談、専門個別支援、
親子支援（さくらんぼ教室）の利用者延人数（人）

400 379

児童扶養手当支給額（円） 315,387,000 274,415,740

児童扶養手当世帯数（世帯） 620 706

現況届の提出率（％） 89 97

受給世帯数（件） 15 17

支援が就職に結びついた件数（件） 8 3

ひとり親家庭等医療費受給者数（人） 1,300 1,207

ひとり親家庭等医療費支給実績額（円） 55,586,000 46,836,242

受給者証にジェネリック医薬品希望の印字した人の割
合（％）

70 76

6 子育て支援課
こども医療費支給事
業

高校3年生までの子どもの医療費の負担軽減を図り、こども
の健やかな育成と時代を担う子どもたちを安心して産み育
てることができる環境づくりに資することを目的とする。

月平均５件の返戻のあったこども医療費受給資格証について、郵便局への転居・転入届の確
認を行うことによって返戻を月１件以下まで減することができた。
受給資格者の利便性を向上するため、電子申請の整備を行った。

584,291 継続

拡充

8 子育て支援課
児童扶養手当支給
事務

父母の離婚、父又は母の死亡などによるひとり親家庭等の
安定と自立の促進に寄与するため、児童扶養手当を支給
し、児童福祉の増進を図る。

・現況届の提出率の向上を図るため、令和7年8月1日から31日までを現況届一斉受付期間と
し、集中的に受付を実施した結果、本庁及び支所において受給者全体の90%以上が手続き
に来庁した。
・児童扶養手当に係る認定及び支給事務を正確、且つ、迅速に遂行した。

311,670 継続

7 子育て支援課
児童発育・発達支援
センター管理運営
事業

地域の発育発達に不安のある児童に係る発達総合相談、
巡回相談及び障害児通所支援等、身近な地域で専門的な
療育支援及び相談支援が受けられる児童福祉法に基づく
児童発達支援センター事業を行い、発達が気になる子が
地域で共に育つ環境を構築するため、ソーシャルインク
ルージョンを目指した総合的な支援を推進することにより、
児童及びその家族の福祉の向上を図る。

発達総合相談支援事業を主とした発育発達に係る相談機能を確立し、ライフステージ毎の切
れ目のない支援体制の基盤を確立した。地域支援事業のうち、市内にある保育園及び幼稚
園の連絡会だけではなく、児童発達支援事業所及び放課後等デイサービスの連絡会を設置
し、情報交換及び研修等を実施することで、同センターにおけるコンサルテーション機能を構
築した。
障害児通所支援事業(児童発達支援及び保育所等訪問支援)、市単独事業(さくらんぼ教室、
発育・発達相談(心理検査等)、療育相談)の充実を図るとともに、小学期の相談件数が増加し
ていることから令和7年度から巡回相談支援の小学期への拡充及び親子通園を廃止し、新た
に併用通園を開始した。

195,930

継続

10 子育て支援課
ひとり親家庭等医療
費支給事業

ひとり親家庭等の父母又は養育者及び18歳に達した日の
属する年度の末日までの児童、もしくは20歳未満でふじみ
野市ひとり親家庭等医療費の支給に関する条例施行規則
に定める程度の障がい状態にある児童を対象に医療費の
一部を扶助することにより生活の安定と自立を支援し、福祉
の増進を図ることを目的とする。

令和5年1月受診分から現物給付する範囲を埼玉県内全域に拡大し、二市一町管外の医療
機関を受診した場合でも21,000円未満であれば現物給付を実施した。

51,926 継続

9 子育て支援課
ひとり親家庭等資金
支援事業

就労に結びつく資格取得活動等を支援し、ひとり親家庭の
自立を促進する。

本事業による資格取得支援策の周知及び活用のため、児童扶養手当現況届・ひとり親家庭
等医療費現況届の際にリーフレットを配布した。また、令和7年度より母子・父子自立支援プロ
グラム策定員を配置し、個々のひとり親家庭に寄り添った自立支援を行った。
・自立支援教育訓練給付金
・高等職業訓練促進給付金、高等職業訓練修了支援給付金
・ひとり親家庭等児童高校等入学準備金
・高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金

28,890
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No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

自立した生活を目指す母子の母子生活支援施設への
入所（措置）（件）

1 0

助産施設の利用（件） 1 0

自立した生活が可能となり母子生活支援施設を退所し
た世帯（件）

1 1

放課後児童クラブの待機児童数（人） 0 0

放課後児童クラブ利用者満足度（％） 90 88.3

児童センターの利用者数（延べ人数）（人） 120,000 106,872

実施事業における利用者満足度（％） 96 90.45

児童センター利用者満足度（％） 94 96

総支給金額（千円） 2,483,085 2,279,505

児童手当支給実績世帯数（実世帯数）（世帯） 10,000 9,482

現況届提出率（％） 90 98

合同ケース会議の開催回数（回） 12 12

母子保健と児童福祉が協働で作成したサポートプラン
作成数（件）

10 6

手交できたサポートプラン数（件） 5 5

継続

12 子育て支援課
放課後児童クラブ管
理運営事業

小学校に就学している児童であって、その保護者が就労等
により日昼家庭にいない者に対して、家庭、地域等との連
携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能と
なるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、
基本的な生活習慣の確立等を図り、当該児童の健全な育
成を図る。

①-1市立放課後児童クラブ（指定管理者による運営）のモニタリング管理、保育料の徴収、入
退室管理
①-2教育事務委託に伴う、富士見市･川越市･三芳町との越境通学児童の放課後児童クラブ
での受入れ
②風の里、ゆずり葉児童クラブ（民設民営）への委託事業

526,116 継続

11
こども家庭セ
ンター

母子支援事業

地域生活を送ることが困難であり施設保護が必要な満18歳
未満の児童を養育している配偶者のない女子又はこれに
準ずる事情にある女子を施設入所させ、自立に向けた支援
を実施する。保健上必要があるにも関わらず、経済的な理
由で入院による助産を受けることができない妊産婦の入院
助産を実施する。

・令和6年5月に母子生活支援施設に入所した母子世帯が、令和7年11月に退所。退所後、
新しい住所地で支援を得ながら生活できるよう、転出先の市町村と連携を図り、継続支援を依
頼した。

9,138

継続

14 子育て支援課 児童手当支給事務
児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安
定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな
成長に資することを目的とする。

・令和6年9月分まで市内在住の中学生以下の児童を持つ家庭に対し、主たる生計維持者の
所得状況及び児童の年齢等に応じ、一月あたり15,000円から5,000円を支給した。令和6年10
月分以降は高校生相当年代以下の児童を持つ家庭に対し、年齢等に応じ一月あたり30,000
円から10,000円を支給した。
・令和6年10月の制度改正に係る改正内容を市報及びホームページにおいて周知するととも
に、チラシを作成し個別通知を送付した。また、申請については窓口、郵送及び電子申請に
て受付を行った。
・公簿等で生計の実態を把握できない世帯に対して、適正な支給を実施するために現況届の
提出を243世帯に促し、提出率は98％となった。

2,290,282 継続

13 子育て支援課
児童センター管理
運営事業

児童福祉法の規定に基づき、0歳から18歳未満の児童に
健全な遊びを通して、その健康を増進し、又は情操を豊か
にする。また、相互援助活動を実施するなかで、地域の子
育て支援の向上を図り、地域活動支援、地域子育て世代
の交流の場を提供する。

・市立児童センターのモニタリングによる管理を実施した。
・土日祝日に乳幼児親子や父親が参加できる事業を増やし、利用促進に努めた。
・地域機関や団体と協働し、地域に開かれた事業の実施に努めた。
・小学生掲示板、中高生掲示板、こども相談カードを利用することで、こどもたちが気軽に思
いを伝えることができる機会を設けた。
・東西児童センターで密に情報交換を行いながら相互協力して事業を推進したことで、円滑
な運営と利用者サービスの向上を図った。

68,297

継続15
こども家庭セ
ンター

こども家庭センター
運営事業

母子保健・児童福祉の両機能の連携・協働を深め、全ての
妊産婦、子育て世帯、子どもの包括的な相談支援など、虐
待への予防的な対応から子育てに困難を抱える家庭まで、
一体的に切れ目なく、漏れなく対応することを目的とする。

①ケア会議や合同ケース会議等を活用し、母子保健と児童福祉との円滑な情報共有、及び
連絡調整に努めた。
②合同ケース会議を開催し、母子保健と児童福祉の双方の支援が必要な家庭に対して、保
健師等と児童福祉ケースワーカーが協働しながらサポートプランを作成し、そのプランに基づ
いて支援を実施した。
③支援が必要な家庭に対して、適切なサービスや関係機関につなげられるよう、既存の地域
資源の把握や新たな地域資源の開拓、多様な関係機関との関係性づくりに努めた。
④ヤングケアラー啓発・支援として、実態調査を小学4～6年生及び中学1～3年生に実施し
た。また、市職員及び学校関係者向けに研修会、市民向けに講演会を実施した。

20,770
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11 子育て支援 －子育てする喜びであふれる笑顔を増やします－

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

16 子育て支援課
物価高対応子育て
応援手当給付事業

物価高の影響が長期化し、その影響が様々な人々に及ぶ
中、特に、その影響を強く受けている子育て世帯を力強く
支援し、こどもたちの健やかな成長を応援することを目的に
児童手当受給者に対して「物価高対応子育て応援手当」を
支給する。

【周知、手続及び支給】
市報1月号、ホームページ掲載（公務員については所属長からの周知）。
令和7年12月26日プッシュ型通知送付し令和8年1月22日から支給を開始した。
公務員については、窓口、郵送及び電子申請にて受付し支給を行った。
【支給実績（令和8年3月末時点）】
・プッシュ型、離婚等申請者　15,323人　306,460,000円
・公務員　　　　　　　　　　 1,457人　 29,140,000円

346,696 完了
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